平成２１年度　人権学習指導者研修　実施計画　
                                                         　　　　　　　　　　地域教育支援部生涯学習課
【基本的な考え方】
人権尊重の理念を広く社会に定着させ、あらゆる偏見や差別をなくすため、国が策定した「人権教育・啓発に関する基本計画」を踏まえるとともに、「東京都人権施策推進指針」や、東京都教育委員会の教育目標及び基本方針等に基づき、事業を実施する。
※人権施策推進指針に示された、女性、子供、高齢者、障害者、同和問題、アイヌの人々、外国人、ＨＩＶ感染者等、犯罪被害者やその家族、その他の人権問題などの課題について、効果的に事業を実施する。
１　研修主旨
　社会教育関係職員及び社会教育関係団体指導者等を対象に、人権問題に対する正しい理解と認識を深め、東京都及び区市町村等において人権教育が推進されるよう、人権学習指導者研修を実施する。
２　実施計画
	事　業　名
	回数
	実施
期間
	目　的　及　び　内　容
	対象人数
（定員×回数）

	一 般 研 修 （基 礎）　８ 回
	主に、社会教育関係職員（行政職員等）を対象に、様々な人権問題に対する正しい理解と認識を深めるための研修を実施する。

	
	 初任者研修
	１回
	 ５月
	社会教育関係職場の新・転任職員を対象に、人権問題の基本的な知識について研修する。
	 ５０人×１回

	
	 区市町村社会教育主管課長研修
	１回
	 10月
	区市町村の社会教育主管課長を対象に、人権問題の正しい知識と、管理職に求められる人権教育の振興のための視点・課題・施策の動向等について研修する。
	 ５０人×１回

	
	人権課題研修
	６回
	 ６月
～
 ２月
	東京都及び区市町村の社会教育関係職員、人権問題の関係行政職員、教育庁等職員・学校事務職員を対象に、様々な人権問題について研修する。
	 ５０人×６回

	専 門 研 修
10

回


	人権教育を担当する社会教育関係職員、人権問題の関係行政職員、社会教育関係団体指導者、民間の人権教育指導者等を対象に、指導者として必要な人権問題・人権教育の知識及び効果的な学習・啓発の方法等についての研修を実施する。

	
	人権学習・啓発担当者研修

	６回
	 ５月
～
 ２月
	人権教育を担当する社会教育職員、人権を担当する行政職員、社会教育関係団体指導者、民間の人権教育指導者等を対象に、職務や活動を通して人権教育を推進する指導者として 必要な人権問題・人権教育に関する知識について研修する。
	 ３０人×６回

	
	 人権学習実践セミナー
	４回
	 ６月
　～

７月
	人権教育を担当する社会教育職員、人権を担当する行政職員、社会教育関係団体指導者、民間の人権教育指導者等を対象に、効果的な啓発や学習の方法、講座の企画・運営の方法等について継続的に研修する。
	 ２０人×４回


３　平成２１年度計画上の視点
（１）人権施策推進指針に示された９課題及びその他の課題を取り上げる。

（２）関連施策等の最新動向を考慮する。

（３）平成２０年度実施事業（啓発資料、研究会報告等）の成果及び人材を可能な限り活用する。
　　＜実施予定課題＞
子供、高齢者、障害者、同和問題、アイヌの人々、外国人、ＨＩＶ感染者等、
犯罪被害者やその家族、その他の人権課題
※年度途中でも、重要な課題があれば見直しを行う。
